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今後のスケジュール  

1． 主な変更点 

前回からの変更点は以下のとおり。 

 文化庁殿ご公表「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について」を踏まえ、本検討会議での

論点について集中的に議論する必要があるため、アンケート結果報告を第 6 回から第 7 回へ変更

することをご提案。 

 第 6 回開催時期を予定より前倒しし、9 月最下旬から 10 月上旬で実施予定。 

 第 7 回を書面での開催として予定しているが、本日の検討状況、成果物の作成状況等によっては

開催スケジュールが再度変更となる可能性あり。 

 文化部活動関係団体に向けてアンケートを実施してはどうか（3．にて後述）。 

2． 本検討会議における検討課題（予定） 

最終報告（11 月目途）に向けて、以下のスケジュールを想定。 

 

表 1 検討会議の各回議題案 

回 月 時期 議題 準備する資料等 

5 9 
16 日 

（本日） 

 学校の働き方改革を踏まえた部活
動改革について（文化庁報告） 

 事例調査結果報告及び論点 

 学校開放の方針 

 （議事次第のとおり） 

6 10 上旬 
 「学校の働き方改革を踏まえた部

活動改革について」を踏まえた報
告書骨子（論点）の議論 

 論点について（報告書骨子
案） 

7 11 
※書面開催 
の可能性 
あり 

 アンケート結果報告・示唆取りま
とめ 

 モデル案 

 事例資料案のブラッシュアップ 

 アンケート報告資料 

 モデル案 

 事例資料案 

8 11 下旬 
 最終報告（報告書案）の承認  事例調査報告資料 

 報告書案 

 

3． 文化部活動関係団体アンケートについて 

3.1 調査の概要 

事例調査及び有識者インタビュー等の調査結果から、地域単位での文化部活動を推進するためには、

文化部活動が参加する大会等を所管する団体や地域で部活動支援を行っている連盟等の大会規定等の

改革、普及啓発等が重要であることが示唆されている。その一方で、主要な団体に対するインタビュー

調査は実施してきたものの、文化系部活動の各団体の取組把握にはいたっていない。 

そこで、文化部活動関係団体に向けてアンケートを実施することとしたい。調査項目は以下のとおり。 

 部活動改善に向けた取組状況（大会規定の変更、人材育成・認定、部活動の地域移行、教員負担

軽減に資する取組の実施状況等） 

 課題把握のための取組及び課題認識（アンケート、ヒアリング調査の実施状況、各領域での課題

把握状況等） 

 普及啓発活動の現状（研修・セミナー、情報発信等）等 

また、調査票には本調査の趣旨、「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について」（文部科学省 TF

資料）等を添付し、文化系部活動改革に向けて団体関係者の意識を啓発することも目指す。 
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3.2 調査の送付先 

文化庁殿より、以下 33 団体の送付先を拝領。 

追加の有無についてご教示いただきたい。 

表 2 調査送付先案 

1 （公社）全国高等学校文化連盟 18 （一社）全日本合唱連盟 

2 全国中学校文化連盟 19 全日本少年少女合唱連盟 

3 全国特別支援学校長会 20 （一社）全日本吹奏楽連盟 

4 全国造形教育連盟 21 （公社）日本アマチュアオーケストラ連盟 

5 日本教育美術連盟 22 （一社）日本マーチングバンド協会 

6 全国高等学校美術工芸教育研究会 23 ＮＰＯ法人 日本少年少女合唱連盟 

7 全日本音楽教育研究会 24 ＮＰＯ法人 全国邦楽合奏協会 

8 全日本書写書道教育研究会 25 （公財）日本いけばな芸術協会 

9 全日本高等学校書道教育研究会 26 （一社）日本華道連盟 

10 （公社）日本芸能実演家団体協議会 27 （一社）表千家同門会 

11 （公社）日本吹奏楽指導者協会 28 （一社）茶道裏千家淡交会 

12 （公財）日本民謡協会 29 （公社）日本将棋連盟 

13 （公財）日本吟剣詩舞振興会 30 （一社）全日本煎茶道連盟 

14 （公社）全日本郷土芸能協会 31 （公財）日本棋院 

15 （公財）日本太鼓財団 32 （一社）全日本かるた協会 

16 （一社）現代舞踊協会 33 NPO 法人全国学校軽音楽部協会 

17 （公社）日本舞踊協会   

 

3.3 調査票確定までのスケジュール 

 9 月 23 日：送付先情報提供〆切 

 調査票については、メールにてご意見をお伺いする予定。 

 

（以上） 

 


